
当社は小売業を通じて、お客様のより豊かな生活を提案するとともに、

グループ各社の提供価値を最大限活用した、家庭の省エネ、

脱炭素の促進などの環境配慮により、

持続可能な社会の実現に貢献していきます。

当社の提供価値の源泉は「人財」であり、

この「人財」に対する取り組みに注力することにより、

人財確保、雇用の創出、安心安全な社会など

様々な社会課題の解決につなげていきます。

社会課題への取り組み環境への取り組み
ESG ESG

循環型社会の実現に貢献

脱炭素社会の実現に向けた取り組み

省エネ家電製品・サービスの普及促進の取り組み

事業活動による温室効果ガス排出量を削減

TCFD提言への取り組み

東松山商品センター(埼玉県)オンサイトPPAの取り組み

IT機器のデータ消去・買取・適正処分

千葉市 包括提携協定締結式 藤沢市 防災イベントの様子

小型家電リサイクル・再資源化

　小型家電リサイクルの宅配回収、戻り便回収および下取品回

収により金属・プラスチックの再資源化を図るなど、リサイクル

事業を強力に推進しています。

リユース事業の推進

　グループ会社のネットワーク(ソフマップ、じゃんぱら)を最大限

活用し、リユース事業を積極的に推進しています。学校・企業・官

公庁・自治体向けIT資産管理「ITADサービス」を展開し、高度な

情報セキュリティ、製品の安全性など安心して利用できるサービス

を提供しています。

自家消費型太陽光発電（オンサイトPPA）

　2022年12月、当社の東松山商品センターに自家消費型太陽

光発電を導入しました。この電力量は、東松山センターの年間使

用電力量の約22％で、

CO₂年間削減量430ｔ

を見込んでいます。

○サプライチェーン全体での温室効果ガス（GHG）排出量の把握・管理

○環境配慮型製品、サービスの開発と提供

○温室効果ガス排出量削減効果の見える化

○省エネ製品への買い替え促進

○省エネ型住宅設備の普及促進(エコキュート、二重窓、太陽光発電、蓄電装置等)

エネルギー使用量の削減

　2016年より店舗で使用する空調機器を省エネ性能の高いも

のへ付け替え、2015年より店舗内の照明を蛍光灯から省エネ

性能の高いLED照明へ切り替えました。また、社内の省エネルー

ル徹底により、エネルギー使用量削減を進めています。さらに、

エレベーターのインバーター化やヒートポンプチラーの導入によ

りエネルギー使用量の削減に貢献しています。

モーダルシフト

　2023年3月より大阪→福岡、同年７月より千葉→札幌区間の

在庫移動手段の一部に鉄道によるコンテナ輸送を採用し、輸送

の際に発生するCO₂排出量削減に取り組んでいます。

　当社は、脱炭素社会構築に貢献することは企業の重要な役割

のひとつであり、気候変動への対応は重要な経営課題のひとつ

と認識していることから、2021年12月に「気候関連財務情報

タスクフォース（ＴＣＦＤ）」提言への賛同を表明しました。ＴＣＦＤ

に基づく情報開示の拡充に取り組むとともに、気候関連リスク

および機会を分析・評価し、経営戦略に反映させることにより

持続可能な事業を展開していきます。

Web https://www.biccamera.co.jp/ir/csr/tcfd.html

ダイバーシティ＆インクルージョン
安心して健康で働ける環境づくり
人権デュー・ディリジェンス

人口動態の変化（少子高齢化・人口減少）／消費行動の変化／生活様式の変化／
多様性のある社会（女性活躍・外国人の雇用促進・
高齢者や障がい者の活躍の場の提供・多様な働き方制度の整備）／
差別／健康及び安全衛生の侵害／不適正賃金／長時間労働／
強制労働／ハラスメント

方針

　当社グループにおける事業活動の前提が、当社グループ事業に

関わるすべての人の人権の尊重です。人権に関する国際規範や

関係法令を遵守するとともに、その精神に従い、事業に関するす

べての人の人権を尊重するため、国連の「ビジネスと人権に関す

る指導原則」に基づき、「ビックカメラ人権方針」を定めています。

本方針に伴う重要な課題は以下のとおりです。

重要課題

本方針は、当社役員および従業員に適用し、事業に関連するすべて

のビジネスパートナーに対しても理解と実践への協力を求めます。

人権デュー・ディリジェンス

 人権に対する負の影響を特定・評価し、これの防止および軽減

に継続的に取り組むべく、人権デュー・ディリジェンスのしくみを

構築しています。特定された負の影響に対して、それぞれ現状

実施している予防策の点検およびその結果をまとめ、さらなる

対策を講じる必要があるかを検討しています。ここで整理された

負の影響に対する予防策については、リスク管理委員会にて定期

的に点検し、課題が浮き彫りになったものはサスティナビリティ

推進委員会にて協議していくしくみを整えています。

人権の尊重

人財

地域社会との共生 自治体との包括連携協定 自然災害／防犯・防災

人的資本経営

▲ P14-17
健康経営

▲ P17
人権の尊重

提供価値を向上させるための取り組み 社会課題

1.一切の差別を行わないこと
2.安全で健康的な労働環境の整備
3.公正な労働条件の確保
4.結社の自由

5.建設的な労使対話
6.児童労働・強制労働や
　その他の非人道的な扱いの禁止
7.プライバシーの保護

救済措置

　一般社団法人ビジネスと人権対話救済機構(JaCER)が提供

する「対話救済プラットフォーム」に正会員企業として加盟し、

ステークホルダー全般にわたる幅広い人権侵害への苦情・通報

を受け付け、対応することで、サプライチェーン全体での人権尊重

の取り組みを強化しています。

　当社の事業活動を通じて、地域社会との良好な関係を構築し、

社会課題の解決と地域の発展に努めていきます。

地域社会に根差した店舗運営

　豊島区と締結している「豊かなまちづくりのためのパートナー

シップ協定」のほかにも、高崎市、千葉市とも包括連携協定を締結。

また、藤沢市と「災害時応急生活物資の協力に関する協定」を締結

し、災害時にテレビやラジオといった生活家電に加え、ポータブル

電源やモバイルバッテリー等の電源機器ならびに衛生用品やテント

等を提供します。このように自治体との連携を深め、地域で生活

する皆様がより豊かになるお手伝いをします。今後も各地域の皆

様に喜んでいただける活動を継続して推進していきます。

地域社会との共生
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